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幼児教育・保育の無償化関連参考資料
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1 国が定める無償化の概要

① 3~5歳の子どもを持っ全世帯、0~2歳の子どもを持つ住民税非課税世帯を
対象に、幼稚園、保育所、認定こども園等の利用料を無料

幼児教育・保育の無償化について

3~5歳

0~2歳

②これまで利用料に含まれてぃた2号認定子どもの副食費(おかず代)は、
利用料と切り分ける。

③副食費は、.在宅で子育てする場合でも生じる費用であること、学校給食でも
自己負担とされていることを踏まえ、引き続き利用者の自己負担

④低所得世帯(年収360万円未満相当世帯)及び全所得階層の第3子以降の
3~5歳の子どもに対する副食費を免除

し闇●属●属●属■博●尋■写●写■写●嘩■鼻●写●巨●巨■■●冒■写■

1-"1"e11^, 1^,,.[亙^

対象者

(全世帯)

(住民税非課税世帯)
f

幼稚園(新制度移行)、保育所、

認定こども園、地域型保育

保護者
負キ旦

対象サービス

匿臣

副食費

主食費

利用料

【参考:認定区分】

1号認定子ども(教育利用)

、卿胃●醒興●■■写●■●●■●置■■■●●■亜置■■制■"軸制卦暑

2号認定子ども(保育利用)

認定区分

3号認定子ども(保育利用)

内容

利用料無料

禾1」用料

^^^^

⑤新たに認可外保育施設や一時預かり、幼稚園の預かり保育、ベビーシッター等の
利用料を上限額まで給付

3~5歳(全世帯)

0~2歳

(住民税非課税

世帯)

対象者

利用*斗

年齢

3~5歳

3~5歳

年収360万円未

満相当世帯及
び第3子以降は

免除

0~2歳

①幼稚園(未移行)

保育の必要性

②預かり保育事業

対象サービス

※②~④は、保育の必要性の認定を受ける必要あり

③認可外保育施設(都道府県

等に届出を行い、指導監督の

基準を満たすもの)

なし

1器

あり

あり

④一時預かり事業、病児保育

事業、子育て援助活動事業

(ファミリー・サホ゜ート・センター事業)

月額2.57万円を上限に利用料給付

月額1.13万円を上限に利用料給付

月額 3.7 万円(0~2 歳児(住民税

非課税)は4.2万円)を上限に利用

料給付

(認可保育所や認定こども園等を

利用できていない者が対象)

内容
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【現行】

幼児教育・保育の無償化のイメージ

:金=ー

保育利用
(2号認定)

3~5 1日 の引

利用者

(保護者)

保育判の納付
(副負脅1入み)

負担率

【令和元年10月以降】

黒字^座更なし
変更前

赤字^座更後

ーー
員坦率
V4

負坦率

施設型給付翻の吉弁
(副良暫1入子j)

国

."

保育所

※保育料力無償化され
る北め、市への保育料の
納付がなくなる。

1σ廊

利用者
(保護者)

(副

_ノ

負担率
ν4

市

副食費の支払い

※保育辛斗!こ含まれていた
副食費を厳妾が徴収する。

ν2

負担率
V4

色坦率

施設型給付費の支弁
(副食費を除く)

※市から施設に対し、施設
型給付費から副食費を差し
引いた額を支弁する。

※国.県.市の負担割合は令和2年度以降のもの(令和元年度は国が全額負担)

1国
、

保育所

県f

/

県t



【現行】

0~2

保育利用
(3号認定)

島

利用者
(保護者)

保育刺の納付

負担率
ν4

市

黒字^
青字

赤字^

【令和元年10月以降】

変更なし

変更前

変更後

ν2

負,日率
ν4

負,日率

施設型給付豊の支弁
(保育料相当を含む)

国

保育所

."

県

利用者

(保護者)

※保青料が無償化され
るため、市への保育料の

納付がなくなる。

ドニ,〕""

負担率
ν4

市

ν2

剣日率
ν4

剣白率

施設型給付費の支弁
(保育料相当を含む)

※国・県・市の負押割合は令和2年度以降のもの(令和兀年度は国が全額負押)

国

保育所

県

ミ広



【現行】

認定こども園・幼稚園【施設給付】

(3~5歳児)の例

教育利用
(1号認定)

利用者

(保護者)

負担率
約V3

市

黒字^:変更なし

青字^:変更前

赤字^:変更後

【令和元年10月以降】

保育料の納付

副食費の支払い

一御
負押率

V3

施設型給付費の支弁

(保育料相当を除く)

剣日率

※市か鮎饒窒1こ対し、徴収
しなくなコた保育料相当を施
設型給付酉として支弁する。

認定こども園

幼稚園

国

."

X施設力収育料を微収し
ているため、保育料相当を
差し引いた額を施設型給
付費として支弁する。

県

利用者

(保.者)

※保育料力郁償化される
ため、施設への保育料の
納付がなくなる。

負担準

約V3

市

約ν3

負押率

1/3

施設型給付費の支弁
(保育料相当を含む)

鋤旦率

副食費の支払い

※国・県・市の負担割合は令和2年度以降のもの(令和元年度は国が全額負担)

県

認定こども園

幼稚園

国



【現行】

こど

保育利用
(2号認定)

3~5

利用者

(保護者)

負,日率
ν4

黒字^:変更なし

青字^:変更前

赤宇^座更後

【令和元年10月以降】

保育料の納付
(副食習込み)

市

V2

剣日率
ν4

施設型給付費の支弁
(保育利相当を除く)

負旧率

認定こども園

国

※施設力%呆育料を徴収して
いるため、保育利相当を差し
引いた額を施設型給付費と
して支弁する.

."

県

利用者

(保・者)

※保育料が無償化される
ため、施設への保育料の
納付がなくなる.

負1白率
V4

副食費の支払い

※保育料に含まれていた

副食費を施設力徹収する。

市

V2

剣日率
V4

施設聖給付費の支弁

(保育料相当を含む)

負担率

※国・県・市の負担割合は令ネロ2年度以降のもの(令和元年度は国が全額負押)

認定こども

国

X市か』施。窒1 対し、徴収
しなくなった保育料相当を施
設型給付費ιして支弁する.

県
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【現行】

認定こども園
0~2

保利用

(3号定)

.^

利用者

(保護者)

負担率ν2
V4

市 負担率
V4

黒字^:変更なし

青字^;変更前

赤宇^:変更後

【令和元年10月以降】

※市から施設に対し、徴収
しなくなコた保育料相当を
施設型給付習として支弁
する.

保育利の納付

負担率

施設型給付画の支弁
(保育料相当を除く)

国

認定こども園

."

県

利用者

(保護者)

※保育料力郭償化される
ため、施設への保育料の
納付がなくなる。

蟹一多■
市 負担率

V4

県

施設型給付費の支弁
(保育料相当を含む)

※国・県・市の負担割合は令和2年度以降のもの(令和元年度は国が全額負担)

認定こども

.
'

一
亘旦.

=



【現行】

教利用

(新1号認定)

ず^

3~5

利用者

(保護者)

負担率

2/3

保育料の納付

黒字^座更なし

青字^:変更前

赤字^座更後

副食費の支払い

【令和元年10月以降】

就園奨励費補助金
による保育料の減免

市

国13

負担率

就園奨励費

補助金の交付

【還払い】

笑保育料力無償化される

kめ、市から利用者1、対し

施設等利用給付費力咳給
される.

(上限額2.57万円まで)

幼稚園

負担率
なレ

."

県

施設等利用給付費
の申請

利用者

(保、者)

施設等利用給付費
の給付

負担率

ν4

市

保育料の納付

副食費の支払い

※就嗣奨励費補助金による

保育馴の減免がなくなる。

ーー
剣旦率
ν4

負担率

※国・県・市の負担割合は令ネロ2年度以降のもの(令和元年度は国が全額負担)

※就園奨励脅補助金
の交付がなくなる.

幼稚園

国

県

ーフー



【現行】

,
■

.

保育利用
(新2号定)

^
二 3~5

利用者

(保護者)

の

①利用料の納付

黒字^:変更なし

青字^:変更前

赤字^座更後

【令和元年10月以降】

市

②領収'の発h

償還払い】

※保育料力郭信化されるr
め、市から利用者に対し施設
等利用給付習力唆給される.

(上限額3.7万円まで)

認可外保施設

ベビーシッター

ファミリー・サボート・
センタ

."

一時預かり事業

病児保業

預かり保

③施設等利用
給付習の申請
化貢収の合可)

利用者

(保護者)

④施設等利用給付劃
の給付

負坦率
ν4

①利用料の納付

市

②領収証の発行

V2

負但準
V4

負担率

認可外保施設

ベビーシッター

ファミリー・サボート
センター

※国・県・市の負担割合は令和2年度以降のもの(令和元年度は国が全額負担)

国

一時預かり事業

病児保事業

預かり保育

※幼稚同との併用の場合、

上限額は月1.13万円まで

県
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【現行】

認可外保育施設等
0~2 1.

保育利用

(新3号認定)

兇, 兇

利用者

(保護者)

^

のし

①利用料の納付

黒字^
青字

赤字^

【令和元年10月以降】

市

②領収証の発行

変更なし

変更前

変更後

【償還払い】
※保育料が無償化される六
め、市から利用者t、対し施。妾
等利用給付習力唆給される.
(上限額4.2万円まで)

認可外保施設

ベビーシツター

ファミリー・サボート
センター

."

一時預かり事業

病児保事業

ユ施鐙等利用
給付酉の申請
【韻曵の合抑可)

預かり保育

利用者

(保護者)

④施設等利用給付費
の給付

角坦率
ν4

①刈用料の納付

市

②領収証の発行

ν2

負担率
V4

負坦率

認可外保施設

※国・県・市の負担割合は令ネロ2年度以降のもの(令和元年度は国が全額負担)

ベビーシッター

ファミリー・サボート
センター

国

一時預かり事業

県

病児保事業

預かり保育

Ξ



1 市の基本的な考え方

①無償化の実施に伴い、利用者がこれまで負担していた額を超える負担をさせないこ
ととする。

②子ども.子育て支援新制度の施設の利用者と新制度未移行の施設の利用.者との仏.平
性を保つこととする。

2 市独自の支援等

a)副食の提供に係る費用(以下「副食費」という。)の取扱い
ア市立施設の副食費の取扱い.【市立保育所条例等を一部改正】

2号認定子ども月額(定額)5,000円、 1号認定子ども月額(定額)2,980円とし、
L

利用者から徴収

イ副食費に係る低所得者世帯への市独自負担軽減措置【予算資料P41,",46~47】
低所得者世帯に対し、国の免除範囲に加え市独自の免除範囲で副食費を免除
見込額 6,642千円(対象者123人、年間ベース)

ウ幼稚園(新制度未移行)の利用者に対する副食費の支援【予算資料P37】
国の制度を新たに活用し、さらに市独自の免除範囲で副食費を支援
見込額 13,500千円(対象者250人、年問ベース)(うち市独自分702千円)

工副食費に係る民間施設への市独自の支援【予算資料P42,4U
市立施設の副食費(5,000円)(2号認定子ども)に準じ副食費を月額5,000円
程度に設定した民間施設に対し、国目安額(4,500円)との差額(上限額500円)
を市単独事業により給付

見込額 19,662 千円(対象者3,277人、年間ベース)

②認可外保育施設に係る無償化の対象範囲
ア認可外施設の基準を定める条例の制定【予算資料P35】

無償化の対象となる認可外保育施設は、①児童福祉法に基づく届け出がなされて
いる、②国の「認可外保育施設指導監督基準」を満たすものに限られるが、国は5年
間の猶予期間を設け、基準を満たさない施設も対象とすることができるとしている0
法附則に、市町村が地域の実情に応じ基準を満たしていない施設を無償化の対象

とするかどうか条例により定めることができる旨規定
本市に柘いては、夜間保育などの必要性からやむを得ず基準を満たさない加設を

利用せざるを得ない実態があり、認可施設の利用者との公平性を保っため、当畝条
例を制定しない。

ただし基準を満たさない施設は猶予期間終了に有償化されることから、当該加設
の利用者に対し、5年後に有償となることを周知徹底し施設に対しても払導を徹底

③預かり保育に係る市単独給付の取扱い
預かり保育促進費補助金(市単独補助)【予算資料P51】ア

無償化後、国の給付制度が適用されるが、対象期間が短縮されるため、従来の対
象期間(満3歳の誕生日から直近の3/31まで)にっいては、引き続き市単独補助
の対象とする。

見込額 1,410千円(対象者97人、年間ベース)

3歳児クラス(年少)(例)満き黛姪生日
4ハ1/1

市独自の取組みの概要 匿亜

-10-
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副食費の概要(内悶府子ども・子育て本部作成資料から抜粋)

0副食費の免除対象の範囲
...ーー.^ー...、...ー.....'............".".ーーー.ー.ー..ーーーーー.ーー.ーーー.ー...........■...■■一■■■...■■●●●●●゛●"●一岡●一ー^ーーーーーーーー"●●●●●●●...■.■.■一■..■....、ー..,,.,

「一犀取360万円某需糟雪 a号:第Ⅲ階層、 2号:第Ⅳ階層の一部まで)の世帯の全ての子ども及び全薪得階層の 1
'第3子以降を対象に副食費を免除するとともに、相当額を公定価格の給付において加する.

・1号認定子ども

甥1砧吊(生活保護世帝)

第2砧層(年収270万円未霜相当)
r

;うちひとり晩世帯募

その他

鍔3館層(年収360万円未頑相当)

t 0岨1

1"0"則闘シ;1多、.1

男1子

捲4階吊(年収卵0万円未嘉朝当) 幣1子第2子

子 3¥篇5階府(年収卵0万円掛当以上) 拷1子

これ宝でも保育斜が無償化され.副食黄二つ綱足艶付亭寮によ
り免除されており.引き疑き胎脊賢によりする艶囲

,副食費二つ、ては今月漸

1、覗六ヲ、4影・,

昇璽,1豆秀

紫2子

IWリ深祭熊噐陶牝飢や'4多三疹"回.噺たに副食賢を免歓する

'?倒
無削

拷3子以鼻

2号認定子ども.

儒3チ以降無?子条1子寄1侍層(生活保護慢帝)

甥2陪層(年収260万円未滴相当)

隼3子以酔矯2¥割 11うちひとり観世岳静

竿3チ以笹紫2子第1チその他

蛤3砧揖(年収開0万円未湊相当)

美除 亀2テ 凱3子以曇うちひしり親世苓排

第2子 隼3イ・以卦郁1子モの他

第4階層(年収M0万円未酒胡当)

1子 第2子焦3イ以酔うちひとり親世帯等

1キ 2子嬉3子以笹その他

築31以鴎鷺2篇4階吊(年吸470万円朱河相当) 第1子

篇2子儒3了以母劉勢5廷局(年収6'0万円ま義胡当)

篇2子篤3子雌時第1子篇6応層【年収艶0万円末翁

3イ以岳欝子第2子円未需岨当)第7階層(

艶2干 31以酔第子(年収1.130万円相当 1上)

これまでも保育料が無嶋化きれており、弓き狂き副食賢を免樵,る笥囲

時瓣
呼

、これまでの保育料の多子軽減と岡じ取扱いとする.炎多子のカウント こ

1号

年齢に聞わらず世帯の子4激による年収360万円未渦相当

年収360万円相当以上 3堤~小学佼3年生までの子

※長崎市は年収470万円耒満ま拡大、第3子を数える剛

0 子計算に係年齢制限のイメージ

*図禽川四
ι凱コ子

'加",倉
巨■手

...^.号号^..■.一■一...■■^■■●●●●●^一●●一^一●一^ーー●一ーーー●●●●●^.

匿西

無甥釣堕Q万^担当世叢は
第2子以降の

國

國舎

保官斜
扇鵡

峯小1単.主はカウン1、しむ1、

年齢制限により第2子以降の
負担軽減が限宇的

例111 号昆霊〒"も1 例之( 2 ・尋号仰定子どし) 樹1( 1号話定干ども)

ーミ,擬〕'
梨小4里ιとはカウントL孝い

仁

{ 1五}

日

0章

^

'、1-

葛1〒

豪豊王吐^齢制鼠を霊風

例生之・■号空定子ぞ'

【鴛き干

促官料

浅簡

女肩"

勿多1之影●回.既たに自食費を免除する笥囲

〔●塵}

国は360万円未満までのと
ころを、長崎市は

独自で470万円未満まで
範囲を拡大している。

促官窮

'國亀
尋腐"

'魚

(ユ且

2・3号

年齢に関わらず世栴の子4激による

0歳~小学校就学前までの子

最年長の子ともの年齢制限を撤廃している

臼藍】

'麻

圧祠岬゛
3卑生

{卸1 〒】

謡

糸
,
宥
一

凱



幼児教育・保育の無償化における世帯別モデルケース

仰11 保育料が無償化されるケース

【年収500万円世帯の場合】(年収470万円以上相当世帯)

第0子
学年

(年齢)

1

2

5歳児

利用者負担額

3歳児

例2 保育料・副食費ともに無償化されるケース

【年収350万円世帯の場合】(年収360万円未満相当世帯)

保育料25,000円

現1テ

保育料 12,500円

(第2子半額)

第0子

納付金額

学年

(年齢)

37,500円

2

5歳児

1 0月から

匝回

保育料0円

副食費 4,500円

※2歳児は市町村民税非課税世帯のみ0円。 2歳児の副食費は保育料に含む0

例3 市独自の軽減措置で副食費を免除するケース

【年収450万円世帯の場合】(年収360万円以上~470万円未満相当世市)

利用者負担額

2歳児

保育料0円

副食費4,500円

保育料 14,000円

現イテ

保育料 8,000円

(第2子半額)

9,000円

納付金額

差額

第0子

'20,500円

22,000円

学年

(年齢)

'8,000円

1 0月から

小学校

4年生

▲28,500円

2

保育料0円

副食費0円

保育料8,000円(※)

51歳上モ己

3

現イテ

3歳児

利用者負担額

8,000円

差額

保育料 10,500円

(第2子半客亘)

納付金額

▲14,000円

保育料0円

(第3子無料)

▲14,000円

1 0月から

0円

10,500円

保育料0円

副食費 4,500円

保育料0円

副食費0円

(市独自軽減措置)

差額

-12-

4,500円

▲6,000円

0円

▲6,000円



誓号 事

(3款2項1目)
認可外保育施設等
利用給付費

令和元年度

項

2
(3款2項1目)
低所得世帯副食費給付費

名

3

長崎市一般会計補正予算(第2号)一覧表~幼児教育・保育の無償化関連~

【単位:千円】

(3款2項1目)
児童福祉豁務費事務費

補正額

4
(3款2項2目)
民問保育所等施設型給付費
保育所

287,829

国庫支出金

5
(3款2項2目)
民問保育所等施設型給付費
認定こども園

6,750

287.829

6
(3款2項2目)
民問保育所等施設型給付費
幼稚園

県支出金

財

52,303

7
(3款2項2目)
地域型保育給付費
小規模保育事業

6,399

源

'31,935

地方債

内

8

52.297

(10款5項2目)
私立幼稚圍就園奨励費
補助金

訳

342,480

その他

563,290

9
(10款5項2目)
私立幼稚園預かり保育
促進費補助金

37,786

47フ,665

一般財源

674

40,712

合計

'62,721

無償化に伴い、子育てのための施設等利用に係る経費の一部を助成するも
の。
,対象施設
新制度朱移行幼稚園、預かり保育事業、認可外保育施設など

1,叫6

事

6

351

'5,762

'37フ,680

無償化に伴い、食事の提供に係る費用の一部を助成ずるもの。
・対象施設施設型給付費を受けない私立幼稚園
・対象児童住民税所得割課税刀,100円以下世帯及び全世帯の第3子

以降分

'20,907

集

627,404

無償化に伴い、制度周知に係る費用等及びシステム改修経費を増額するも
の。

'217,545

1,408,331

無償化に伴い、これまで市が徴収していた副食費相当額を含む保育料のう
ち、副食費相当額を直接施設が徴収することとなるため、施設型給付費の対
象外となる副食費相当額を減額するもの。

概

[査翌可

'135,185 無償化に伴い、これまで各筋設が徴収していた保育料のうち、副食費相当額
を除く保育料相当分を施設型給付費として給付する経費を増額するもの。

要

▲2,926
無償化に伴い、これまで各施設が徴収していた保育料のうち、副食費相当額
を除く保育料相当分を柚酘型給付費として給付する経費を増額するもの。

'372

予算資料
ページ

無償化に伴い、これまで各施設が徴収していた保育料のうち、副食費相当額
を除く保育料相当分を地域型保育給費として給付する経費を増額するもの。

'41β14

36~37

▲37フ.674

幼稚圃への就園を奨励するため、園が実施する入園料等の減免に係る助成
が、無償化に伴い廃止されることから、当該補助金の不用額を減額するも
の。

'5,762

36~37

幼稚団教育時間終了後等の預かり保育を利用する保護者に対して市単独
で行う助成が、無償化に伴い一部国の給付制度に移行するため、当該補助
金の不用額を減額するもの。

▲403,253

36~37

38~39

38~39

38~39

き8~39

54~55

54~55

1
一
W
1



令和元年度長崎市一般会計補正予算(第2号)事項別総括表~幼児教育・保育の無償化関連~

事

民間保育所運営費(現年度分)

項

市立保育所使用料

歳

名

市立認定こども園使用料

高島幼稚園保育料

1 国庫負担金

当初予

①

施設型給付費(保育所)

施設型給付費(認定こども園)

入

施設型給付費(幼稚園)

算

2 国庫補助金(民生費)

地域型保育給付費(小規模保育)

1,447β25

補正額

(①・②)

認可外保育施設等利用給付費

82,549

低所得世帯副食費給付費

19,503

'37フ,680

児童福祉総務費事務費

補

3国庫補助金(教育費)

子ども・子育て支援臨時交付金

3

5,317,925

132

'21,979

私立幼稚園就園奨励費補助金

3.125,221

,0

▲3'140

後

2,081,417

1,070,145

施設型給付費(保育所)

'66

94,460

6 9

60,570

施設型給付費(認定こども園)

1,082,713

16,827

施設型船付費(幼稚園)

563.290

1 児童福祉轄務費

16,363

地域型保育給付費(小規模保育)

47フ,665

事

1 子育て支摂環境整備費

雑入

40,712

66

6,400,638

保険料個人負担金

項

(1)認可外保育施設等利用給付費

3.688,511

1,046

給食負担金

367,425

②低所得世帯副食費給付費

2 事務費

2,559,082

287,829

名

38,705

特定財

a)児童福祉総務費事務費

135,172

38,705

3 民間保育所等施設型給付費

6.399

52'297

17,873

1,438,657

※国が、無償化に係る初年度(令和元年度)に要する経費を全額負担(市単独分を除く)するため、一般財源の減少額が大きくなっている。

367,425

①保育所

般

20,900

1,193,523

'20,907

当初予算

①

287,829

②認定こども園

財

'20.907

源

2 児童措置費

(3)幼稚閏

95,072

6,399

出

源

計

52,297

1 地域型保育給付費

フ,787

沼

E亘垂ヨ

計

20,900

13,296,109

①小規模保育事業

園

0十

17,798

2,104

正額

①一②)

9

695,213

1 教育振興費

17.798

376

9,643,782

1 幼稚園教育振興費

1,728

1,438.657

(単位:千円)

3,824,083

1,193,523

a)私立幼稚園就園奨励費補助金

13,467,865

補

14,415

4.545

②私立幼稚園預かり保育促進賣補助金

95,072

13,281,694

294,579

14,415

287,829

1,030,911

4,539

'403.507※

6

8,116,567

フ,787

4

6,649

0

4,874.342

13,991,322

6,750

627,404

52,303

627,404

290,785

294,579

52,303

382

10,674,693

348,331

33,291

287,829

6,267

▲31,935

33,291

3.420,576

33,291

4

138.465

6,750

14,095,2卵

342,480

66,718

14,095,269

37,786

13,630,025

66,718

8,084,632

138.465

674

5,216,822

674

6 、8_f

'68,483

125.530

674

12,935

328,571

33,965

'68,483

33,965

▲62,721

33,965

9瀞B2ミ'コiこ、1,、゛訂

69,982

'5,762

69,982

計

62β09

フ.173

13,467β65

後
、
一
一

正
②

歳
正
②

合

1
一
●
1

合

補
(


